
  
  
  
  

政令指定都市における都心部の容積率緩和策の実態
―20 都市の比較―

東洋大学 理工学部 建築学科 准教授 大澤 昭彦
おおさわ あきひこ

．．ははじじめめにに

．背景

容積率緩和制度は都市開発を促進する手段とし

て用いられている。特にその活用が進んだのはバ

ブル経済の崩壊後である。景気浮揚や都市再生を

目的に、都市再生特別地区や再開発等促進区を定

める地区計画（旧再開発地区計画）、高度利用型地

区計画等が創設されたほか、既存の総合設計制度

の拡充が進んだ。また、東京都は、 年に策定

した「新しい都市づくりのための都市開発諸制度

活用方針」に基づき、都市づくりのビジョン・計

画と連動する形で戦略的に容積率緩和策を展開し、

都心の拠点エリアを中心に大規模な民間開発を誘

導していった。

規制緩和手法を活用した再開発は地方の大都市

にも波及していったが、必ずしも東京のように戦

略的かつ体系的な運用ではなかった。 年代、

政令指定都市の多くは、高層マンションの建設に

起因する建築紛争に対処するため、絶対高さ型高

度地区や景観計画による高さ制限を実施していっ

た。いわば住環境の保全が都市計画上の主要なテ

 
都市開発諸制度とは、東京都がつけた容積率緩和制度

の総称で、総合設計制度、高度利用地区、特定街区、再

開発等促進区を定める地区計画の 制度を指す。

政令指定都市における絶対高さ制限の導入年は以下

の通り。絶対高さ型高度地区の導入は、札幌市（ 年、

年拡充）、さいたま市（ 年）、千葉市（ 年）、横

浜市（ 年）、川崎市（ 年）静岡市（ 年）、名古屋

市（ 年、 年拡充）、京都市（ 年、 年拡充）、神

戸市（ 年、 年拡充）。景観計画による高さ制限は、

ーマだった。

各都市が都心部の機能更新・再生に本格的に取

り組むようになるのは 年代半ば以降である。

いち早く都市再生に取り組んだ東京への機能集中

が加速化し、各政令指定都市は拠点都市として存

続するための対策が急務と認識するようになった。

政令指定都市における戦略的かつ体系的な都心再

生の先駆けが福岡市だろう。 年、天神エリア

の老朽ビルの建替えを促進する「天神ビッグバン」

構想を公表し、容積率緩和策の拡充（「都心部機能

更新誘導方策」の改定）を行った。その後、都心

部に特化して規制緩和手法を活用する流れは、他

の政令指定都市にも影響を与えることになる。

．目的

本稿では、政令指定都市（以下、政令市）を対

象に、以下の 点を示すことを目的とする。

１）高層建築物の建設動向や人口動向、容積率緩

和制度の活用状況を把握し、その傾向・特徴を

示す。【 章】

２）現在、政令市が取り組んでいる都心部におけ

る容積率緩和策を把握し、その特徴を明らかに

する。【 章】

３）以上を踏まえて、容積率緩和策の課題や展望

を述べる。【 章】

 
仙台市（ 年）、岡山市（ 年）、熊本市（ 年）。

政令指定都市は、地方自治法で「政令で指定する人口

万以上の市」と規定されている都市のこと。 年

現在、 都市が政令市の指定を受けている。
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．．政政令令指指定定都都市市のの開開発発動動向向

．高層建築物の建築着工動向

まず、 年代以降の開発動向を確認する。建

築着工統計調査（国土交通省）を用いて、 年

から 年までの間に建設された 階以上の高

層建築物の建築着工床面積を分析する。

図 は各年の建築着工床面積を累積したグラ

フである。 年間の累計面積は、東京特別区（

区計）が計 で最も多く、他都市を大きく

凌ぐ。番目の大阪市は で東京特別区の

分の にとどまる。

東京特別区と大阪市が突出しているため、この

都市を除いたグラフで他の政令市の状況を確認

する（図 ）。大阪市以外では、名古屋市が

で最も多く、福岡市が で続く。 年まで

名古屋と福岡は同程度の開発量で推移しているが、

それ以降は名古屋が福岡市をわずかに引き離しつ

つある。以下、横浜市 、札幌市 、広島

市 、神戸市 等が続き、政令市の間で

も開発量に大きな差異が見られる。

年

札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 特別区部 横浜市

川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 名古屋市

京都市 大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市

北九州市 福岡市 熊本市

東京特別区

大阪市

横浜市
福岡市
名古屋市

（ ）

図 階以上の建築着工床面積の累計（東京特別区・政令市）
出典：各年建築着工統計調査（国土交通省）を元に作成

年

名古屋市

福岡市

横浜市

札幌市

広島市

神戸市
仙台市
川崎市
北九州・さいたま・熊本市

千葉市
岡山市
堺市

静岡・新潟・相模原・

浜松

京都市

（ ）

図 階以上の建築着工床面積の累計（大阪以外の政令市）
出典：各年建築着工統計調査（国土交通省）を元に作成
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．．政政令令指指定定都都市市のの開開発発動動向向

．高層建築物の建築着工動向

まず、 年代以降の開発動向を確認する。建

築着工統計調査（国土交通省）を用いて、 年

から 年までの間に建設された 階以上の高

層建築物の建築着工床面積を分析する。

図 は各年の建築着工床面積を累積したグラ

フである。 年間の累計面積は、東京特別区（

区計）が計 で最も多く、他都市を大きく

凌ぐ。番目の大阪市は で東京特別区の

分の にとどまる。

東京特別区と大阪市が突出しているため、この

都市を除いたグラフで他の政令市の状況を確認

する（図 ）。大阪市以外では、名古屋市が

で最も多く、福岡市が で続く。 年まで

名古屋と福岡は同程度の開発量で推移しているが、

それ以降は名古屋が福岡市をわずかに引き離しつ

つある。以下、横浜市 、札幌市 、広島

市 、神戸市 等が続き、政令市の間で

も開発量に大きな差異が見られる。

年

札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 特別区部 横浜市

川崎市 相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 名古屋市

京都市 大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市

北九州市 福岡市 熊本市

東京特別区

大阪市

横浜市
福岡市
名古屋市

（ ）

図 階以上の建築着工床面積の累計（東京特別区・政令市）
出典：各年建築着工統計調査（国土交通省）を元に作成

年

名古屋市

福岡市

横浜市

札幌市

広島市

神戸市
仙台市
川崎市
北九州・さいたま・熊本市

千葉市
岡山市
堺市

静岡・新潟・相模原・

浜松

京都市

（ ）

図 階以上の建築着工床面積の累計（大阪以外の政令市）
出典：各年建築着工統計調査（国土交通省）を元に作成

に満たない都市は、京都市 、相模原

市 、静岡市 、新潟市 、浜松市

の 都市に及ぶ。浜松市は名古屋市の約 分の

にとどまる。

．人口と建築着工床面積の関係

当然ながら、開発量は人口規模に比例すると思

われる。そこで、人口千人当たりの 階以上の建

築着工床面積（ 年間の年平均）と各都市の人口

（ 年国勢調査）を比較する（図 ）。概ね人

口規模と着工床面積は比例の関係にあるが、同程

度の人口規模でも着工床面積が異なることがわか

る。例えば、人口 万人前後の都市の千人当た

りの着工床面積（年平均）を見ると、福岡市が人

口千人当たり ㎡に対し、神戸市 ㎡、川崎

市 ㎡、京都市 ㎡とバラつきが見られる。京

都市は厳しい高さ制限（最大 ｍ）があることか

ら当然の数字であるにせよ、神戸市は福岡市の半

横浜市

大阪市

名古屋市

札幌市
福岡市

川崎市
神戸市京都市

さいたま市

広島市仙台市千葉市

北九州市

堺市浜松市 新潟市
熊本市

相模原市
岡山市

静岡市

人人
口口
（（

年年
国国
勢勢
調調
査査
））

人口千人当たりの 階以上の建築着工床面積（ ～ 年までの年平均） （㎡）

東京特別区（人口 万人）（人）

千葉市相模原市

岡山市

熊本市

新潟市

静岡市

浜松市 堺市

北九州市

さいたま市

川崎市

福岡市

札幌市

仙台市

広島市

京都市

神戸市

名古屋市 大阪市横浜市

東京特別区

人
口
増
減
率
（

～

年
）

人口千人あたりの 階以上建築着工床面積（ 年～ 年の年平均）

万人以下

万超 万人以下

万超 万以下

万人超

東京特別区及

び政令市の平

均値

（㎡）

図 人口千人当たりの 階以上の建築着工床面積と人口の関係（東京特別区・政令市）

出典：各年建築着工統計調査（国土交通省）と国勢調査（ 年）を元に作成

図 人口千人当たりの 階以上の建築着工床面積と人口増加率（ 年～ 年）の関係（東京特別区・政令

市） 出典：各年建築着工統計調査（国土交通省）と国勢調査（ 年）を元に作成
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分、川崎は 分の にとどまる。また、人口

万人以下の都市を比較すると、熊本市が ㎡に

対し、岡山市 ㎡、静岡市と相模原市が約

㎡、新潟市 ㎡、そして浜松市が ㎡となって

いる。熊本市は 年の熊本地震後の復興で建築

量が伸びていることを考慮しても、格差が拡大し

ている様子がうかがえる。

また、開発量は人口増減にも影響していると思

われる。そこで、人口増減率（ 年から 年）

と千人当たりの 階以上の建築着工床面積の関

係を見てみる（図 ）。政令市 都市中 都市

で人口が増加しており、福岡市は東京特別区

（ ％）を上回る ％の増加率を示している。

人口増減と開発量の間に、必ずしも明確な相関関

係は見られないが、人口が減少している 都市は

いずれも人口当たりの 階以上建築着工床面積

が政令市 市と東京特別区の平均以下にとどま

る。

．容積率緩和制度の活用動向

（１）各制度の指定状況（ 年代以降）

続いて、 年以降の容積率緩和制度の活用動

向を概観する。対象とする容積率緩和制度は、「都

市再生特別地区」「再開発等促進区を定める地区計

画（以下、再開発等促進区）」「高度利用型地区計

画」「高度利用地区」「特定街区」の都市計画法に

基づく 制度とする（表 ）。建築基準法に基づ

く総合設計制度の許可件数も含めるべきだが、東

京都と大阪市以外のデータが入手できなかったた

めに対象外とした。

制度別に着目すると、再開発等促進区が 地

区で最も多く、次いで高度利用地区（ 地区）、

都市再生特別地区（ 地区）、高度利用型地区計

画（ 地区）、特定街区（ 地区）と続く（表 ）。

活用数が一番多い再開発等促進区は、もともと

 
建設動向は 年代以降としたが、制度の指定と実

際の開発までの間にはタイムラグがあることも考慮し

て 年以降とした。

総合設計制度の許可件数は、 年 月末時点で

件に及ぶ（国土交通省住宅局市街地建築課（ ）

『総合設計制度の手引き・事例集』 ）

表 主な容積率緩和手法の比較
面面的的手手法法 敷敷地地単単位位

都都市市再再生生
特特別別地地区区

特特定定街街区区 高高度度利利用用地地区区 再再開開発発等等促促進進区区をを
定定めめるる地地区区計計画画

高高度度利利用用型型
地地区区計計画画

総総合合設設計計制制度度

創設年 2002年 1961年 
※1963 年に容
積率緩和制度
として再編 

1969年 
※1975 年の改正
で容積率の最高限
度が規定可 

1988 年（再開発地
区計画） 
2002 年（再開発等
促進区） 

2002年 1970年 

根拠法 都市計画法 
都市再生特別措
置法 
建築基準法 

都市計画法 
建築基準法 

都市計画法 
都市再開発法 

都市計画法 
建築基準法 
※再開発地区計画
時は都市再開発法
と建築基準法 

都市計画法 
建築基準法 
 

建築基準法 

制度の
目的

都市再生緊急整
備地域内の都市
開発事業等を迅
速に実現するた
め、都市の再生に
貢献し、土地の合
理的かつ健全な
高度利用を図る。 

良好な環境と
健全な形態を
有する建築物
を建築し、併せ
て有効な空地
を確保するこ
とで、都市機能
に適応した適
正な街区を形
成し、市街地の
整備改善を図
る。 

敷地統合の促進、
小規模建築物の建
築抑制、有効な空
地の確保により、
土地の高度利用と
都市機能の更新を
図る。 

まとまった低・未利
用地等における土
地利用の転換の円
滑な推進のため、都
市基盤整備と建築
物等との一体的な
整備により、土地の
高度利用と都市機
能の増進を図る。 

区域の合理的か
つ健全な高度利
用と都市機能の
更新を図るた
め、容積率の最
高限度等を定め
る。 

公開空地の設
置等により、
市街地の環境
の整備改善を
図る。 

適用
区域

都市再生緊急整
備地域 

用途地域 用途地域 用途地域 用途地域（第１種・
2種低層住居専用
地域、田園住居地域

除く） 

用途地域 

特徴 既存の都市計画
を書き換えるこ
とが可能。かつ民
間の提案をベー
スに迅速に手続
きを実施。 

基盤が整って
いる地区での
面的な高度利
用を図る手法。 

小規模敷地の統合
や高度利用。駅前
等での再開発での
活用が多い。 

大規模な土地利用
転換にあわせて、都
市基盤と土地利用
の一体的な整備を
図る手法。 

既に公共施設が
整備された区域
で、空地等を確
保しながら高度
利用を図る手
法。 

都市計画手法
ではなく、敷
地単位で適用
可能。 

 

土地総合研究 2024年春号50



分、川崎は 分の にとどまる。また、人口

万人以下の都市を比較すると、熊本市が ㎡に

対し、岡山市 ㎡、静岡市と相模原市が約

㎡、新潟市 ㎡、そして浜松市が ㎡となって

いる。熊本市は 年の熊本地震後の復興で建築

量が伸びていることを考慮しても、格差が拡大し

ている様子がうかがえる。

また、開発量は人口増減にも影響していると思

われる。そこで、人口増減率（ 年から 年）

と千人当たりの 階以上の建築着工床面積の関

係を見てみる（図 ）。政令市 都市中 都市

で人口が増加しており、福岡市は東京特別区

（ ％）を上回る ％の増加率を示している。

人口増減と開発量の間に、必ずしも明確な相関関

係は見られないが、人口が減少している 都市は

いずれも人口当たりの 階以上建築着工床面積

が政令市 市と東京特別区の平均以下にとどま

る。

．容積率緩和制度の活用動向

（１）各制度の指定状況（ 年代以降）

続いて、 年以降の容積率緩和制度の活用動

向を概観する。対象とする容積率緩和制度は、「都

市再生特別地区」「再開発等促進区を定める地区計

画（以下、再開発等促進区）」「高度利用型地区計

画」「高度利用地区」「特定街区」の都市計画法に

基づく 制度とする（表 ）。建築基準法に基づ

く総合設計制度の許可件数も含めるべきだが、東

京都と大阪市以外のデータが入手できなかったた

めに対象外とした。

制度別に着目すると、再開発等促進区が 地

区で最も多く、次いで高度利用地区（ 地区）、

都市再生特別地区（ 地区）、高度利用型地区計

画（ 地区）、特定街区（ 地区）と続く（表 ）。

活用数が一番多い再開発等促進区は、もともと

 
建設動向は 年代以降としたが、制度の指定と実

際の開発までの間にはタイムラグがあることも考慮し

て 年以降とした。

総合設計制度の許可件数は、 年 月末時点で

件に及ぶ（国土交通省住宅局市街地建築課（ ）

『総合設計制度の手引き・事例集』 ）

表 主な容積率緩和手法の比較
面面的的手手法法 敷敷地地単単位位

都都市市再再生生
特特別別地地区区

特特定定街街区区 高高度度利利用用地地区区 再再開開発発等等促促進進区区をを
定定めめるる地地区区計計画画

高高度度利利用用型型
地地区区計計画画

総総合合設設計計制制度度

創設年 2002年 1961年 
※1963 年に容
積率緩和制度
として再編 

1969年 
※1975 年の改正
で容積率の最高限
度が規定可 

1988 年（再開発地
区計画） 
2002 年（再開発等
促進区） 

2002年 1970年 

根拠法 都市計画法 
都市再生特別措
置法 
建築基準法 

都市計画法 
建築基準法 

都市計画法 
都市再開発法 

都市計画法 
建築基準法 
※再開発地区計画
時は都市再開発法
と建築基準法 

都市計画法 
建築基準法 
 

建築基準法 

制度の
目的

都市再生緊急整
備地域内の都市
開発事業等を迅
速に実現するた
め、都市の再生に
貢献し、土地の合
理的かつ健全な
高度利用を図る。 

良好な環境と
健全な形態を
有する建築物
を建築し、併せ
て有効な空地
を確保するこ
とで、都市機能
に適応した適
正な街区を形
成し、市街地の
整備改善を図
る。 

敷地統合の促進、
小規模建築物の建
築抑制、有効な空
地の確保により、
土地の高度利用と
都市機能の更新を
図る。 

まとまった低・未利
用地等における土
地利用の転換の円
滑な推進のため、都
市基盤整備と建築
物等との一体的な
整備により、土地の
高度利用と都市機
能の増進を図る。 

区域の合理的か
つ健全な高度利
用と都市機能の
更新を図るた
め、容積率の最
高限度等を定め
る。 

公開空地の設
置等により、
市街地の環境
の整備改善を
図る。 

適用
区域

都市再生緊急整
備地域 

用途地域 用途地域 用途地域 用途地域（第１種・
2種低層住居専用
地域、田園住居地域

除く） 

用途地域 

特徴 既存の都市計画
を書き換えるこ
とが可能。かつ民
間の提案をベー
スに迅速に手続
きを実施。 

基盤が整って
いる地区での
面的な高度利
用を図る手法。 

小規模敷地の統合
や高度利用。駅前
等での再開発での
活用が多い。 

大規模な土地利用
転換にあわせて、都
市基盤と土地利用
の一体的な整備を
図る手法。 

既に公共施設が
整備された区域
で、空地等を確
保しながら高度
利用を図る手
法。 

都市計画手法
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可能。 
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割、 倍以上は 分の を占めている。

（２）自治体別の容積率緩和制度の活用

状況

自治体別の活用件数を見ると、東京特

別区が計 地区で突出して多く、いず

れの制度も東京特別区が半数程度（特定

街区は 割）を占める（表 ）。

政令市は自治体ごとにばらつきが大き

い。大阪市 地区、札幌市 地区、名

古屋市・横浜市が 地区で続くが、堺市、

新潟市、千葉市、相模原市、熊本市、北

 
大澤昭彦（ ）「大規模開発を誘導する：容積イン

センティブ手法」『市街地建築物法適用六大都市の都市

形成と法制度』技法堂出版、

九州市は 地区以下にとどまる。

で見た 階以上の建築着工床面積と人口増

減の関係（図 ）から、「人口増」かつ「高層建

築物床面積平均以上」の自治体、「人口増」かつ「同

床面積平均以下」の自治体、「人口減」の自治体の

つに分け、それぞれの容積率緩和制度の活用地

区数の関係を見たものが図 である。

大
阪
市

名
古
屋
市

福
岡
市

札
幌
市

横
浜
市

川
崎
市

さ
い
た
ま
市

広
島
市

仙
台
市

岡
山
市

千
葉
市

相
模
原
市

熊
本
市

神
戸
市

静
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新
潟
市

堺
市

京
都
市

浜
松
市

北
九
州
市

高度利用地区

特定街区

高度利用型地区計画

再開発等促進区

都市再生特別地区

（地区数）

人口増
（着工床面積
平均以上）

人口増
（着工床面積平均以下） 人口減

表 年以降の容積率緩和制度の指定地区数

（東京特別区、政令市）

都市名

都市

再生

特別

地区

特定

街区

高度

利用

地区

再開発等

促進区を

定める

地区計画

高度

利用

型地区

計画

合計

東京特別区

大阪市

札幌市

名古屋市

横浜市

福岡市

川崎市

神戸市

さいたま市

広島市

仙台市

岡山市

静岡市

堺市

新潟市

千葉市

相模原市

熊本市

北九州市

合計

出典：都市計画状況調査（国土交通省）を元に作成。都市再生特
別地区は 年末時点。それ以外は 年 月末時点。

図 年以降の主要容積率緩和制度の指定地区数
出典：都市計画状況調査（国土交通省）を元に作成都市再生特別地区は 年末

時点。それ以外は 年 月末時点。
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容積率緩和制度の活用数が計 地区以下にとど

まる自治体を見ると、人口が増加している 自治

体中、千葉市、相模原市、熊本市の 自治体だが、

人口減少自治体は 都市中 都市を占める。人口

増減と容積率緩和制度の活用動向には一定の傾向

が見られることがうかがえる。

．．都都心心部部ににおおけけるる容容積積率率緩緩和和策策のの比比較較

前章で見たとおり、政令市間の高層建築物の建

設量や容積率緩和制度の指定数には大きな差が生

じていることが浮き彫りとなった。都市間競争が

激しくなる今日、政令市の多くが、都心部の機能

更新や活性化を目的として、容積率緩和制度の活

用を促進するための取り組みを講じている。

本章では、近年、各政令市が実施している都心

部を対象とした容積率緩和策の実態を見ていきた

い。

．容積率緩和策の類型

政令市における都心部の容積率緩和策の枠組み

を見ると、「容積率緩和方針策定型（タイプ１）」

「緩和型都市計画指定型（タイプ２）」「容積率緩

和基準限定型（タイプ３）」の つの種類に大別で

きる（表 ）。なお、相模原市、浜松市、堺市の

市は都心部に特化した容積率緩和策を行ってい

ない。

（１）タイプ１：容積率緩和方針策定型

上位計画で示された都心部に関するビジョンの

実現を目的として、包括的・総合的な容積率緩和

制度の運用方針や考え方を明示したものである。

この運用方針に基づき、個別の容積率緩和制度の

運用基準を策定し、運用することになる。該当す

る自治体は、札幌市、仙台市、さいたま市、千葉

市、川崎市、新潟市、名古屋市、福岡市、熊本市

の 都市である。

（２）タイプ２：緩和型都市計画指定型

自治体が主導して用途地域の指定容積率の緩和

や、緩和型地区計画（再開発等促進区や高度利用

型地区計画）の策定を行うものである。「容積率緩

和方針策定型」が、基本的には民間の提案をもと

に自治体が各制度を都市計画決定する（総合設計

制度は許可）のに対し、これは、行政主導で面的

表 政令市における都心部の容積率緩和策の枠組み

都市名
タタイイププ１１

容容積積率率緩緩和和方方針針策策定定型型

タタイイププ２２

緩緩和和型型都都市市計計画画指指定定型型

タタイイププ３３

容容積積率率緩緩和和基基準準限限定定型型

特 徴

・ 容積率緩和制度の運用にあたっての

包括的な運用方針・考え方を策定した

上で、個別の制度の運用基準を定め

たもの。

・ 民間開発の提案をベースとしたもの。

・ 建替えや企業誘致を促進するための

補助金も位置づける自治体もある。

・ 自治体が主導的に緩和型都市計画を面

的に指定。

・ 方法としては、用途地域の指定容積率の

緩和、緩和型地区計画（再開発等促進

区、高度利用型地区計画）の策定等。

・ 包括的な緩和の方針や考え方

をなく、個別の容積率緩和制

度の運用基準のみを策定。

概念図

該当する

自治体

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、

川崎市、新潟市、名古屋市、福岡市、

熊本市

※名古屋市は、容積率緩和制度の運

用方針に加えて、拠点地区の指定容積

率の緩和も実施

京都市（用途地域・高度地区の変更）

広島市（主要幹線道路沿道に高度利用型

地区計画を策定）

北九州市（都心・副都心の商業地域の指定

容積率緩和）

横浜市、静岡市、大阪市、神戸

市、岡山市

上位計画（都市計画マスタープ

ランや任意の計画による都心

に関するビジョン）

○○包包括括的的なな容容積積率率緩緩和和方方針針

個別制度の運用基準

上位計画（都市計画マスタープラ

ンや任意の計画による都心に関

するビジョン）

○○用用途途地地域域等等のの地地域域地地区区のの変変更更

（（指指定定容容積積率率・・高高ささ制制限限のの緩緩和和等等））

○○緩緩和和型型地地区区計計画画のの策策定定

○○個個別別制制度度のの運運用用基基準準

上位計画（都市計画マスタ

ープランや任意の計画によ

る都心に関するビジョン）
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容積率緩和制度の活用数が計 地区以下にとど
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激しくなる今日、政令市の多くが、都心部の機能
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ない。
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制度の運用方針や考え方を明示したものである。
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運用基準を策定し、運用することになる。該当す

る自治体は、札幌市、仙台市、さいたま市、千葉

市、川崎市、新潟市、名古屋市、福岡市、熊本市

の 都市である。

（２）タイプ２：緩和型都市計画指定型

自治体が主導して用途地域の指定容積率の緩和

や、緩和型地区計画（再開発等促進区や高度利用

型地区計画）の策定を行うものである。「容積率緩

和方針策定型」が、基本的には民間の提案をもと

に自治体が各制度を都市計画決定する（総合設計

制度は許可）のに対し、これは、行政主導で面的
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緩緩和和型型都都市市計計画画指指定定型型
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容容積積率率緩緩和和基基準準限限定定型型
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・ 容積率緩和制度の運用にあたっての

包括的な運用方針・考え方を策定した

上で、個別の制度の運用基準を定め

たもの。

・ 民間開発の提案をベースとしたもの。

・ 建替えや企業誘致を促進するための

補助金も位置づける自治体もある。

・ 自治体が主導的に緩和型都市計画を面

的に指定。

・ 方法としては、用途地域の指定容積率の

緩和、緩和型地区計画（再開発等促進

区、高度利用型地区計画）の策定等。

・ 包括的な緩和の方針や考え方

をなく、個別の容積率緩和制

度の運用基準のみを策定。

概念図

該当する

自治体

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、

川崎市、新潟市、名古屋市、福岡市、

熊本市

※名古屋市は、容積率緩和制度の運

用方針に加えて、拠点地区の指定容積

率の緩和も実施

京都市（用途地域・高度地区の変更）

広島市（主要幹線道路沿道に高度利用型

地区計画を策定）

北九州市（都心・副都心の商業地域の指定

容積率緩和）

横浜市、静岡市、大阪市、神戸

市、岡山市

上位計画（都市計画マスタープ

ランや任意の計画による都心

に関するビジョン）

○○包包括括的的なな容容積積率率緩緩和和方方針針

個別制度の運用基準

上位計画（都市計画マスタープラ

ンや任意の計画による都心に関

するビジョン）

○○用用途途地地域域等等のの地地域域地地区区のの変変更更

（（指指定定容容積積率率・・高高ささ制制限限のの緩緩和和等等））

○○緩緩和和型型地地区区計計画画のの策策定定

○○個個別別制制度度のの運運用用基基準準

上位計画（都市計画マスタ

ープランや任意の計画によ

る都心に関するビジョン）

に各制度を指定する緩和策と言えるだろう。

用途地域の指定容積率の緩和を実施した自治体

としては京都市と北九州市が該当し、緩和型地区

計画を策定した自治体として広島市がある（高度

利用型地区計画を面的に指定）。

（３）タイプ３：容積率緩和基準限定型

包括的な容積率緩和の方針や考え方は示さず、

特定の容積率緩和制度の運用基準のみを策定し、

運用するものである。

横浜市と神戸市は総合設計制度の運用基準を策

定するとともに、特別用途地区を指定し、都心部

における商業・業務等の用途を誘導する策を展開

している。なお、神戸市の特別用途地区内では、

住宅供給に対して容積割増が適用される市街地住

宅総合設計制度を使うことができず、三ノ宮駅周

辺では住宅用途の建築も禁止されている。また、

大阪市は、総合設計制度の運用基準によって、都

心部の住宅供給促進を図っている。

静岡市と岡山市は高度利用地区の運用基準を策

定し、再開発の促進を図っている（静岡市は高度

利用型地区計画の運用基準も策定）。

以下では、タイプ１容積率緩和方針策定型とタ

イプ２緩和型都市計画指定型について具体的な内

容を見ていく。

．容積率緩和方針策定型（タイプ１）の特徴

包括的な容積率緩和制度の運用方針を策定して

いる 自治体（札幌市、仙台市、さいたま市、千

葉市、川崎市、新潟市、名古屋市、福岡市、熊本

市）を対象に、運用の特徴を整理する（表 ）。

（１）方針・ガイドライン等の策定年

策定時期を見ると、政令市の中では 年に福

岡市が策定した「都心部機能更新誘導方策」が最

も早い（表 ）。 年に福岡「天神ビッグバン」

の推進を目的に改定が行われると、他都市でも同

様の方針策定が進んだことがわかる。

（２）目的

方針の目的は、各都市で共通しており、都心部

の老朽ビルの建替えや民間開発・投資の維持や拡

大を図ることが挙げられている。熊本市は「防災

表 容積率緩和方針等の策定時期

策定年月 都市名 方針等の名称
（参考）

年 月
東京都 新しい都市づくりのための都市

開発諸制度活用方針
年 月 福岡市 都心部機能更新誘導方策

（ 年 月に天神ビッグバン
のために改定）

年 月 川崎市 低炭素都市づくり・都市の成長
への誘導ガイドライン

年 月 名古屋市 都心における容積率緩和制度
の運用方針

年 月 札幌市 都心における開発誘導方針
年 月 さいたま

市
宿泊施設及びオフィスの整備に
着目した容積率緩和方針

年 月 仙台市 せんだい都心再構築プロジェク
ト

年 月 熊本市 まちなか再生プロジェクト
年 月 新潟市 都市再生緊急整備地域 新潟

都心地域開発ガイドライン
年 月 千葉市 都心部容積率緩和方針（千葉都

心）

表 容積率緩和方針の対象区域

対象区域 都都市市名名

都市再生緊急整備

地域

仙台市（区域外の一部商業地域含む）

千葉市（千葉駅周辺地域）

川崎市（都市再開発方針 号地区含む）

新潟市（新潟都心地域）

名古屋市（名古屋駅周辺・伏見・栄地域）

福岡市（区域外の都心の商業地域含む）

都市機能誘導区域

（立地適正化計画）

札幌市（都心）

中心市街地活性化

基本計画区域

熊本市（通町筋・桜町周辺地区で指定容

積率 ％の地区）

商業系用途地域 さいたま市

機能の強化」を強調しているが、これは 年の

熊本地震を受け、築 年以上の老朽ビルが全体の

割を占める中心部の更新が喫緊の課題として認

識されたことが背景にある。

（３）対象範囲

容積率緩和の対象エリアを見ると、「都市再生緊

急整備地域内」が最も多い（表 ）。その他には、

札幌市が立地適正化計画で定める「都市機能誘導

区域」を対象とし、熊本市は中心市街地活性化基

本計画の区域を対象としている。いずれにせよ、

上位計画等の位置付けられた地区かつ都市再生や

都市機能の誘導を図るべきエリアに限定している

ことがわかる。

（４）対象となる容積率緩和制度

都市再生特別地区が 都市で最も多く、うち

都市が運用にあたっての留意事項を記した運用方

針を策定している。次いで、再開発等促進区 都
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表
「
容
積
率
緩
和
方
針
策
定
型
（
タ
イ
プ
１
）」
の
一
覧

自
治
体
名

方
針
・ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
名
称

（策
定
年
月
）

目
的

対
象
区
域

方
針
・ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
対
象
制
度

運
用
基
準

容
積
率
緩
和
の
上
限

都
市
再
生

特
別
地
区

高
度
利
用

地
区

特
定

街
区

再
開
発
等

促
進
区

高
度
利
用
型

地
区
計
画

総
合
設
計

制
度

札
幌
市

「都
心
に
お
け
る
開
発
誘
導

方
針
」

（
年

月
）

・ 
建
物
の
建
替
え
更
新
を

促
進
し
、
都
心
に
関
連
す

る
各
種
計
画
の
目
標
実

現
に
資
す
る
民
間
都
市

開
発
を
積
極
的
に
誘
導

す
る
。

都
市
機
能
誘
導
区
域
（都

心
）

◎
―

―
◎

◎
◎

・ 
都
心
に
お
け
る
緩
和
型
土

地
利
用
計
画
制
度
等
の
運

用
基
準

・ 
都
心
ま
ち
づ
く
り
支
援
型

総
合
設
計
制
度
許
可
取
扱

要
綱

・ 
・最
大

倍
（総
合
設

計
制
度
は
指
定
容
積
率

の
倍
か
つ
＋

）
・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
は

個
別
に
判
断

仙
台
市

「せ
ん
だ
い
都
心
再
構
築

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

（
年

月
）

・ 
老
朽
ビ
ル
の
更
新
や
新

築
を
誘
導
し
、
市
街
地
環

境
の
改
善
を
推
進
し
な

が
ら
、
民
間
投
資
の
維

持
・拡
大
を
図
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（仙
台
都
心
地
域
）

上
記
以
外
の
都
心
部
商

業
地
域
（総
合
設
計
制
度

の
み
）

◎
―

―
―

―
◎

・ 
高
機
能
オ
フ
ィ
ス
の
整
備

に
着
目
し
た
容
積
率
の
緩

和
に
関
す
る
取
扱
い
基
準

・ 
総
合
設
計
制
度
取
扱
い
基

準

・ 
最
大

倍
（た
だ
し
、
総

合
設
計
制
度
は
最
大
＋

％
）

さ
い
た
ま
市

「宿
泊
施
設
及
び
オ
フ
ィ
ス

の
整
備
に
着
目
し
た
容
積

率
緩
和
方
針
」

（
年

月
）

・ 
企
業
誘
致
活
動
を
支
援

す
る
た
め
に
、
そ
の
受
け

皿
と
な
る
オ
フ
ィ
ス
床
を

整
備
促
進
す
る
。

商
業
地
域
、
近
隣
商
業
地

域
―

○
○

○
○

△
（宿
泊

施
設
は
総

合
設
計
制

度
の
み
）

・ 
最
大

倍
か
つ

＋

千
葉
市

「都
心
部
容
積
率
緩
和
方

針
（千
葉
都
心
）」

（
年

月
）

・ 
建
築
物
の
効
果
的
・効
率

的
な
建
替
え
等
を
促
進

し
、
商
業
・業
務
機
能
の

一
層
の
集
積
と
土
地
の

高
度
利
用
に
よ
り
、
県
都

の
都
心
に
ふ
さ
わ
し
い
魅

力
の
向
上
を
図
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（千
葉
駅
周
辺
地
域
）

○
○

―
○

○
―

・ 
最
大

倍
・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
は

個
別
に
判
断

川
崎
市

「低
炭
素
都
市
づ
く
り
・都
市

の
成
長
へ
の
誘
導
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」

（
年

月
）

・ 
民
間
事
業
者
の
都
市
の

成
長
に
寄
与
す
る
幅
広

い
環
境
貢
献
の
取
組
を

促
進
す
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（浜
川
崎
駅
周
辺
地

域
、
川
崎
駅
周
辺
地
域
）

都
市
再
開
発
方
針

号
再
開
発
促
進
地
区
（都
市

再
生
特
区
以
外
）

◎
◎

―
◎

―
―

・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
運
用

指
針

・ 
高
度
利
用
地
区
及
び
再

開
発
等
促
進
区
を
定
め
る

地
区
計
画
の
運
用
指
針

・ 
最
大

倍
か
つ
＋

新
潟
市

「都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
新
潟
都
心
地
域
開
発

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

（
年

月
）

・ 
都
心
エ
リ
ア
で
の
優
良
な

開
発
を
促
進
す
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（新
潟
都
心
地
域
）

◎
―

―
―

―
―

・ 
新
潟
市
都
市
再
生
特
別
地

区
運
用
指
針

・ 
個
別
に
判
断

名
古
屋
市

「都
心
に
お
け
る
容
積
率
緩

和
制
度
の
運
用
方
針
」

（
年

月
）

・ 
都
心
に
お
け
る
容
積
率

緩
和
に
よ
る
民
間
投
資
を

促
進
す
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（名
古
屋
駅
周
辺
・伏

見
・栄
地
域
）

◎
―

◎
◎

―
◎

・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
運
用

方
針

・ 
特
定
街
区
運
用
基
準

・ 
総
合
設
計
制
度
指
導
基
準

・ 
用
途
地
域
で
定
め
る
指

定
容
積
率
ま
で
（通
常
は

地
区
計
画
で
定
め
る
基

準
容
積
率
ま
で
利
用
可
）

福
岡
市

「都
心
部
機
能
更
新
誘
導

方
策
」

（
年

月
）

※
天
神
ビ
ッ
グ
バ
ン
の
た
め

の
改
正
は

年
月

・ 
・地
域
や
民
間
の
力
を
引

き
出
し
な
が
ら
、
機
能
更

新
を
進
め
、
都
心
部
の
機

能
強
化
と
魅
力
向
上
を

図
る
。

都
心
の
商
業
地
域
（特
に

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
）

◎
―

―
◎

―
◎

・ 
都
心
部
機
能
更
新
誘
導
方

策
取
扱
要
領

・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
と

再
開
発
等
促
進
区
は
個

別
に
判
断
。

・ 
都
心
機
能
更
新
型
総
合

設
計
制
度
は
最
大

倍
か
つ
＋

熊
本
市

「ま
ち
な
か
再
生
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」

（
年

月
）

・ 
防
災
機
能
の
強
化
・ま
ち

の
活
力
を
生
み
出
す
建

築
物
の
適
切
な
更
新
を

誘
導
す
る
。

熊
本
市
中
心
市
街
地
活

性
化
基
本
計
画
の
「通
町

筋
・桜
町
周
辺
地
区
」指

定
容
積
率

％
の
地
区

―
◎

―
―

◎
◎

・ 
防
災
機
能
強
化
等
に
着
目

し
た
容
積
率
の
割
増
し
運

用
基
準

・ 
最
大
＋

％
（総
合
設

計
制
度
は
＋

％
）

・ 
年
限
定
で
＋

（都
市
計
画
制
度
の
み
）
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表
「
容
積
率
緩
和
方
針
策
定
型
（
タ
イ
プ
１
）」
の
一
覧

自
治
体
名

方
針
・ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
名
称

（策
定
年
月
）

目
的

対
象
区
域

方
針
・ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
対
象
制
度

運
用
基
準

容
積
率
緩
和
の
上
限

都
市
再
生

特
別
地
区

高
度
利
用

地
区

特
定

街
区

再
開
発
等

促
進
区

高
度
利
用
型

地
区
計
画

総
合
設
計

制
度

札
幌
市

「都
心
に
お
け
る
開
発
誘
導

方
針
」

（
年

月
）

・ 
建
物
の
建
替
え
更
新
を

促
進
し
、
都
心
に
関
連
す

る
各
種
計
画
の
目
標
実

現
に
資
す
る
民
間
都
市

開
発
を
積
極
的
に
誘
導

す
る
。

都
市
機
能
誘
導
区
域
（都

心
）

◎
―

―
◎

◎
◎

・ 
都
心
に
お
け
る
緩
和
型
土

地
利
用
計
画
制
度
等
の
運

用
基
準

・ 
都
心
ま
ち
づ
く
り
支
援
型

総
合
設
計
制
度
許
可
取
扱

要
綱

・ 
・最
大

倍
（総
合
設

計
制
度
は
指
定
容
積
率

の
倍
か
つ
＋

）
・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
は

個
別
に
判
断

仙
台
市

「せ
ん
だ
い
都
心
再
構
築

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

（
年

月
）

・ 
老
朽
ビ
ル
の
更
新
や
新

築
を
誘
導
し
、
市
街
地
環

境
の
改
善
を
推
進
し
な

が
ら
、
民
間
投
資
の
維

持
・拡
大
を
図
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（仙
台
都
心
地
域
）

上
記
以
外
の
都
心
部
商

業
地
域
（総
合
設
計
制
度

の
み
）

◎
―

―
―

―
◎

・ 
高
機
能
オ
フ
ィ
ス
の
整
備

に
着
目
し
た
容
積
率
の
緩

和
に
関
す
る
取
扱
い
基
準

・ 
総
合
設
計
制
度
取
扱
い
基

準

・ 
最
大

倍
（た
だ
し
、
総

合
設
計
制
度
は
最
大
＋

％
）

さ
い
た
ま
市

「宿
泊
施
設
及
び
オ
フ
ィ
ス

の
整
備
に
着
目
し
た
容
積

率
緩
和
方
針
」

（
年

月
）

・ 
企
業
誘
致
活
動
を
支
援

す
る
た
め
に
、
そ
の
受
け

皿
と
な
る
オ
フ
ィ
ス
床
を

整
備
促
進
す
る
。

商
業
地
域
、
近
隣
商
業
地

域
―

○
○

○
○

△
（宿
泊

施
設
は
総

合
設
計
制

度
の
み
）

・ 
最
大

倍
か
つ

＋

千
葉
市

「都
心
部
容
積
率
緩
和
方

針
（千
葉
都
心
）」

（
年

月
）

・ 
建
築
物
の
効
果
的
・効
率

的
な
建
替
え
等
を
促
進

し
、
商
業
・業
務
機
能
の

一
層
の
集
積
と
土
地
の

高
度
利
用
に
よ
り
、
県
都

の
都
心
に
ふ
さ
わ
し
い
魅

力
の
向
上
を
図
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（千
葉
駅
周
辺
地
域
）

○
○

―
○

○
―

・ 
最
大

倍
・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
は

個
別
に
判
断

川
崎
市

「低
炭
素
都
市
づ
く
り
・都
市

の
成
長
へ
の
誘
導
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」

（
年

月
）

・ 
民
間
事
業
者
の
都
市
の

成
長
に
寄
与
す
る
幅
広

い
環
境
貢
献
の
取
組
を

促
進
す
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（浜
川
崎
駅
周
辺
地

域
、
川
崎
駅
周
辺
地
域
）

都
市
再
開
発
方
針

号
再
開
発
促
進
地
区
（都
市

再
生
特
区
以
外
）

◎
◎

―
◎

―
―

・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
運
用

指
針

・ 
高
度
利
用
地
区
及
び
再

開
発
等
促
進
区
を
定
め
る

地
区
計
画
の
運
用
指
針

・ 
最
大

倍
か
つ
＋

新
潟
市

「都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
新
潟
都
心
地
域
開
発

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

（
年

月
）

・ 
都
心
エ
リ
ア
で
の
優
良
な

開
発
を
促
進
す
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（新
潟
都
心
地
域
）

◎
―

―
―

―
―

・ 
新
潟
市
都
市
再
生
特
別
地

区
運
用
指
針

・ 
個
別
に
判
断

名
古
屋
市

「都
心
に
お
け
る
容
積
率
緩

和
制
度
の
運
用
方
針
」

（
年

月
）

・ 
都
心
に
お
け
る
容
積
率

緩
和
に
よ
る
民
間
投
資
を

促
進
す
る
。

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
（名
古
屋
駅
周
辺
・伏

見
・栄
地
域
）

◎
―

◎
◎

―
◎

・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
運
用

方
針

・ 
特
定
街
区
運
用
基
準

・ 
総
合
設
計
制
度
指
導
基
準

・ 
用
途
地
域
で
定
め
る
指

定
容
積
率
ま
で
（通
常
は

地
区
計
画
で
定
め
る
基

準
容
積
率
ま
で
利
用
可
）

福
岡
市

「都
心
部
機
能
更
新
誘
導

方
策
」

（
年

月
）

※
天
神
ビ
ッ
グ
バ
ン
の
た
め

の
改
正
は

年
月

・ 
・地
域
や
民
間
の
力
を
引

き
出
し
な
が
ら
、
機
能
更

新
を
進
め
、
都
心
部
の
機

能
強
化
と
魅
力
向
上
を

図
る
。

都
心
の
商
業
地
域
（特
に

都
市
再
生
緊
急
整
備
地

域
）

◎
―

―
◎

―
◎

・ 
都
心
部
機
能
更
新
誘
導
方

策
取
扱
要
領

・ 
都
市
再
生
特
別
地
区
と

再
開
発
等
促
進
区
は
個

別
に
判
断
。

・ 
都
心
機
能
更
新
型
総
合

設
計
制
度
は
最
大

倍
か
つ
＋

熊
本
市

「ま
ち
な
か
再
生
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」

（
年

月
）

・ 
防
災
機
能
の
強
化
・ま
ち

の
活
力
を
生
み
出
す
建

築
物
の
適
切
な
更
新
を

誘
導
す
る
。

熊
本
市
中
心
市
街
地
活

性
化
基
本
計
画
の
「通
町

筋
・桜
町
周
辺
地
区
」指

定
容
積
率

％
の
地
区

―
◎

―
―

◎
◎

・ 
防
災
機
能
強
化
等
に
着
目

し
た
容
積
率
の
割
増
し
運

用
基
準

・ 
最
大
＋

％
（総
合
設

計
制
度
は
＋

％
）

・ 
年
限
定
で
＋

（都
市
計
画
制
度
の
み
）

市、総合設計制度、高度利用地区・高度利用型地

区計画 都市、特定街区 都市と続く。前章で述

べたように、特定街区が少ない理由は、都市再生

特別地区の方が民間にメリットが大きい制度であ

るためと考えられる。

（５）容積率緩和の上限

容積率緩和（割増容積率）の上限は自治体によ

って異なるが、 倍もしくは 倍が多い（表 ）。

ただし、都市再生特別地区については、あらかじ

め緩和の上限は定めずに個別案件ごとに総合的に

判断するとする自治体が大半である（仙台市のみ

が 倍に設定）。都市再生特別地区で容積率の上限

を明示しない理由は、他の容積率緩和制度のよう

に、有効空地の確保や導入施設の整備等の個別項

目ごとに割増容積率を算定する積み上げ型ではな

く、都市再生の効果を踏まえて柔軟な運用が求め

られているためである。

熊本市は最大＋ ％とし、 年限定で＋ ％

まで緩和可能としている。なお、敷地単位で使え

る総合設計制度は＋ ％に抑えられており、

年限定の緩和措置も適用外となっている。これは、

面的な都市計画手法の活用を促す意図があると考

えられる。

名古屋市は、他都市とは異なる上限の設定を行

っている。 年に都市再生緊急整備地域（名古

屋駅周辺・伏見・栄地域）内の指定容積率を変更

し、名古屋駅・栄駅周辺で ％から ％、錦

通や久屋大通では ％から ％に緩和された。

このアップゾーニングに併せて策定された地区計

画で、指定容積率より低い基準容積率を設定して

いる。市が定める誘導用途や公共貢献機能の導入

 
「第 版都市計画運用指針（ 年 月）」 「都

市再生特別地区では、地域整備方針で示された方向に沿

って土地の合理的かつ健全な高度利用を図ることが求

められることから、容積率及び高さの最高限度、壁面の

位置の制限等について、高度利用地区、特定街区等の容

積率の特例制度において行われているような 有効空地

の確保や導入施設の内容等個別項目ごとに一定の条件

を満たせば一定の容積率等の緩和を認めるといった積

み上げ型の運用ではなく、都市の魅力や国際競争力を高

める等、当該都市開発事業が持つ都市再生の効果等に着

目した柔軟な考え方の下に定めることが望ましい。」

表 容積率緩和の上限

容積率緩和の上限 都市名

倍 札幌市※

倍かつ＋ ％ さいたま市

倍かつ＋ ％ 福岡市※

倍 仙台市

倍かつ＋ ％ 川崎市※

＋ ％（ 年限定で＋ ％） 熊本市※

用途地域で定める指定容積率まで 名古屋市

※ ：都市再生特別地区は上限を定めず個別に判断
※ ：都市再生特別地区と再開発等促進区は上限を定めず個別

に判断
※ ：総合設計制度は＋ ％で、 年限定の緩和措置も適用外

等の条件を満たさなければ基準容積率までしか使

用できず、指定容積率を全て消化できないことと

された。

（６）容積率緩和にあたっての評価項目

（緩和要件となる公共貢献機能）

容積率の緩和には一定の条件が必要となる。も

ともと特定街区や総合設計制度は、公開空地を設

ける見返りに容積率を緩和する制度として出発し

たが、現在は公開空地以外の多様な公共貢献機能

も容積率緩和の要件となっている。

容積率緩和方針を有する自治体が、緩和の評価

項目として規定する機能・施設をまとめたものが

表 である（一般的な公開空地整備は必須のた

め除外）。評価項目は、「オフィス」「商業」「文化・

交流施設」「子育て・高齢者支援施設」「ウォーカ

ブルな環境整備」「交通施設」「環境配慮」「防災」

「景観・歴史・観光」「まちづくり計画策定」「敷

地統合・集約化」に大別できる。以下では、主な

ものについて簡単に特徴を整理する。

①オフィス（高機能オフィスの整備等）

全ての自治体（ 都市）が、オフィスの整備を

容積率緩和の評価項目として位置付けている。東

京都は、オフィス床（業務床）を容積緩和の対象

外としてきたことを考えると、政令市では企業誘

致・老朽オフィスの更新が大きな課題と認識され

ていることがうかがえる。

このうち 都市は、高機能なオフィスを条件と

している。一定規模以上のオフィス専有部分の面

積は当然ながら、一定以上の天井高さや フロア

の高さを有するオフィスにすることが求める例が
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表 容積率緩和にあたっての評価項目（公共貢献機能）※網掛けは方針に位置づけがないもの 
評評価価項項目目 札札幌幌市市 仙仙台台市市

ささいいたたまま
市市

千千葉葉市市
川川崎崎
市市

新新潟潟市市 名名古古屋屋市市 福福岡岡市市 熊熊本本市市

オオフフィィスス

高高機機能能オオフフィィスス ○ ○ ○ ○ ○ ○
創創業業支支援援・・イインンキキュュベベーーシショョンン施施設設 ○ ○ ○ ○
シシェェアアオオフフィィスス・・ササテテラライイトトオオフフィィ
スス・・ココワワーーキキンンググススペペーースス等等

○ ○

外外国国企企業業対対応応

○
（外国語対
応の教育・
医療施設）

○
（外国企業
の拠点）

商商業業 ○

文文化化・・
交交流流

良良質質ななホホテテルル ○ ○ ○ ○ ○
ココンンベベンンシショョンンホホーールル、、集集客客交交流流
施施設設

○ ○ ○

文文化化施施設設（（ホホーールル、、ギギャャララリリーー等等）） ○ ○ ○ ○ ○
地地域域ココミミュュニニテティィ施施設設 ○

そそのの他他
○

（大学・短
期大学）

○
（国際交
流・サテラ
イトキャン
パス等）

子子育育てて・・
高高齢齢者者
支支援援

子子育育てて支支援援（（保保育育園園、、幼幼稚稚園園、、児児
童童館館等等））

○ ○ ○

高高齢齢者者・・福福祉祉 ○ ○ ○ ○
医医療療施施設設 ○ ○

ウウォォーーカカ
ブブルルなな
環環境境
整整備備

賑賑わわいい用用途途＋＋滞滞留留広広場場等等 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○
緑緑化化（（沿沿道道、、広広場場等等）） ○ ○ ○
壁壁面面やや舗舗装装ののデデザザイインン ○ ○ ○
歩歩行行者者ネネッットトワワーークク（（地地上上・・地地下下・・
駅駅ととのの接接続続等等））

○ ○ ○ ○ ○ ○

敷敷地地外外貢貢献献（（周周辺辺のの道道路路、、公公園園、、
広広場場等等のの整整備備））

○ ○ ○

そそのの他他
○

（屋内広
場）

○
（夜間照
明、アー
ケード）

○
（屋上
広場
等）

○
（屋内貫通
通路、屋
上テラス）

交交通通
交交通通処処理理施施設設（（共共同同荷荷捌捌きき場場、、集集
約約駐駐車車場場、、観観光光ババスス乗乗降降場場等等））

○ ○ ○ ○ ○

環環境境
配配慮慮

環環境境性性能能強強化化（（ 認認証証等等）） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
太太陽陽光光発発電電設設備備 ○ ○
エエネネルルギギーーネネッットトワワーークク（（地地域域冷冷
暖暖房房施施設設等等））

○ ○ ○ ○ ○

そそのの他他

○
（緑化地域
の基準より
高い緑化
率）

防防災災

建建物物のの耐耐震震性性能能強強化化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
災災害害発発対対応応設設備備（（帰帰宅宅困困難難者者一一
時時滞滞在在施施設設、、備備蓄蓄倉倉庫庫、、非非常常用用電電
源源設設備備等等））

○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

そそのの他他
○
（防火
水槽）

○
（津波避
難ビル）

○
（雨水流出
抑制）

景景観観・・
歴歴史史・・
観観光光

歴歴史史的的建建造造物物のの保保全全・・活活用用・・配配慮慮 ○ ○ ○ ○
景景観観保保全全・・形形成成 〇 ○
水水辺辺のの利利活活用用 ○ ○
観観光光案案内内所所等等 ○ ○ ○

ままちちづづくくりり計計画画

○
（まちづ
くりルー
ル策定）

○
（地域まち
づくり構想
等への対
応）

○
（地区計画
等の策定）

敷敷地地統統合合・・敷敷地地集集約約化化 ○ ○

そそのの他他
○（食・農
業、感染
症対策等）
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表 容積率緩和にあたっての評価項目（公共貢献機能）※網掛けは方針に位置づけがないもの 
評評価価項項目目 札札幌幌市市 仙仙台台市市

ささいいたたまま
市市

千千葉葉市市
川川崎崎
市市

新新潟潟市市 名名古古屋屋市市 福福岡岡市市 熊熊本本市市

オオフフィィスス

高高機機能能オオフフィィスス ○ ○ ○ ○ ○ ○
創創業業支支援援・・イインンキキュュベベーーシショョンン施施設設 ○ ○ ○ ○
シシェェアアオオフフィィスス・・ササテテラライイトトオオフフィィ
スス・・ココワワーーキキンンググススペペーースス等等

○ ○

外外国国企企業業対対応応

○
（外国語対
応の教育・
医療施設）

○
（外国企業
の拠点）

商商業業 ○

文文化化・・
交交流流

良良質質ななホホテテルル ○ ○ ○ ○ ○
ココンンベベンンシショョンンホホーールル、、集集客客交交流流
施施設設

○ ○ ○

文文化化施施設設（（ホホーールル、、ギギャャララリリーー等等）） ○ ○ ○ ○ ○
地地域域ココミミュュニニテティィ施施設設 ○

そそのの他他
○

（大学・短
期大学）

○
（国際交
流・サテラ
イトキャン
パス等）

子子育育てて・・
高高齢齢者者
支支援援

子子育育てて支支援援（（保保育育園園、、幼幼稚稚園園、、児児
童童館館等等））

○ ○ ○

高高齢齢者者・・福福祉祉 ○ ○ ○ ○
医医療療施施設設 ○ ○

ウウォォーーカカ
ブブルルなな
環環境境
整整備備

賑賑わわいい用用途途＋＋滞滞留留広広場場等等 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○
緑緑化化（（沿沿道道、、広広場場等等）） ○ ○ ○
壁壁面面やや舗舗装装ののデデザザイインン ○ ○ ○
歩歩行行者者ネネッットトワワーークク（（地地上上・・地地下下・・
駅駅ととのの接接続続等等））

○ ○ ○ ○ ○ ○

敷敷地地外外貢貢献献（（周周辺辺のの道道路路、、公公園園、、
広広場場等等のの整整備備））

○ ○ ○

そそのの他他
○

（屋内広
場）

○
（夜間照
明、アー
ケード）

○
（屋上
広場
等）

○
（屋内貫通
通路、屋
上テラス）

交交通通
交交通通処処理理施施設設（（共共同同荷荷捌捌きき場場、、集集
約約駐駐車車場場、、観観光光ババスス乗乗降降場場等等））

○ ○ ○ ○ ○

環環境境
配配慮慮

環環境境性性能能強強化化（（ 認認証証等等）） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
太太陽陽光光発発電電設設備備 ○ ○
エエネネルルギギーーネネッットトワワーークク（（地地域域冷冷
暖暖房房施施設設等等））

○ ○ ○ ○ ○

そそのの他他

○
（緑化地域
の基準より
高い緑化
率）

防防災災

建建物物のの耐耐震震性性能能強強化化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
災災害害発発対対応応設設備備（（帰帰宅宅困困難難者者一一
時時滞滞在在施施設設、、備備蓄蓄倉倉庫庫、、非非常常用用電電
源源設設備備等等））

○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

そそのの他他
○
（防火
水槽）

○
（津波避
難ビル）

○
（雨水流出
抑制）

景景観観・・
歴歴史史・・
観観光光

歴歴史史的的建建造造物物のの保保全全・・活活用用・・配配慮慮 ○ ○ ○ ○
景景観観保保全全・・形形成成 〇 ○
水水辺辺のの利利活活用用 ○ ○
観観光光案案内内所所等等 ○ ○ ○

ままちちづづくくりり計計画画

○
（まちづ
くりルー
ル策定）

○
（地域まち
づくり構想
等への対
応）

○
（地区計画
等の策定）

敷敷地地統統合合・・敷敷地地集集約約化化 ○ ○

そそのの他他
○（食・農
業、感染
症対策等）

多い。さらに、非常用電源設備スペース、ビジネ

スコンシェルジェ（起業支援）、貸会議室等の入居

企業を支える機能の付加も条件とする自治体もあ

る。

②ホテル

ホテルを誘導用途にする自治体が 都市中 都

市に及ぶ。うち、さいたま市以外の 都市はハイ

クラス・ハイグレードホテル等の良質なホテルを

条件としている。近年、 の誘致（ 会

議 、 （報奨・研修旅行）、

（国際会議）、 （展示

会・見本市等のイベント））に取り組む自治体が多

い。そのためには国際水準のホテルが必要となる

ことから、容積率緩和制度を用いて高質ホテルの

供給を図ろうとしているわけである。札幌市は、

「ハイグレードホテル」の基準として、最低客室

面積や最低客室数を設定するほか、スイートルー

ムやバンケットルーム（宴会会場・会議場）の設

置等を位置付けている。

ホテルが容積率緩和の評価項目に含められた理

由の一つには、国の政策も影響している。訪日外

国人の増加でホテルの供給不足が課題となってい

たことから、 年 月に国土交通省が通知「宿

泊施設の整備に着目した容積率緩和制度の創設に

ついて」を都道府県知事・政令市長に宛てて発出

した。これは、高度利用型地区計画、再開発等促

進区、特定街区といった容積率緩和制度を活用し

て、必要な地域に宿泊施設の供給を積極的に図る

ことを求めるものである。

③ウォーカブルな環境整備

近年、街なかを自動車中心から歩行者中心に転

換し、ウォーカブルで居心地の良い場所に変える

まちづくりが潮流となっている。ウォーカブルな

街を実現するためには、道路や公園等の周辺にあ

る民地と一体となったパブリックスペースの整備

が欠かせない。そこで、建物をセットバックして

滞在できる空間として提供するとともに、低層部

に賑わい用途を設けることを公共貢献と評価する

自治体が 都市中 都市に及ぶ。

街なかの回遊性を高めるために、地上・地下の

歩行者ネットワークの形成を評価する自治体も

都市ある。政令市の中には地下街や地下鉄を有す

る都市が多いことから、地下空間との接続も含め

た立体的なネットワークの整備を意図したものと

言える。

また、開発用地内にとどまらず、周辺の公共空

間を整備改善することは、ウォーカブルな環境の

形成にもつながる。そこで、敷地外の道路、公園、

広場等の公共空間整備を公共貢献とみなして、容

積緩和の要件として認めるケースもある。

④環境配慮

低炭素化、脱炭素化が求められる中、省エネル

ギー化や環境負荷の少ない建築物が求められる。

環境配慮として評価される項目としては、建築物

の環境性能の向上とエネルギーネットワークへの

接続の二つに大別される。

④ 建築物の環境性能の向上

主に （

）の認証ラン

クの確保を求めるものが 都市中 都市に及ぶ。

は建築物の環境性能で評価し、ランク付け

する手法の一つで、「 ランク（素晴らしい）」「

ランク（大変良い）」「 ＋ランク（良い）」「 －ラ

ンク（やや劣る）」「 ランク（劣る）」の 段階で

評価される。仙台市、千葉市、名古屋市は ラン

ク、川崎市、熊本市は ランク以上、福岡市は

＋以上を条件としている。

札幌市は、 ではなく、

のランクを満たすことを求めている。

延面積 ㎡以上は （ ％もし

くは ％以上省エネ）、 ㎡未満は

（ ％以上省エネ）を求めている。

④ エネルギーネットワークへの接続

地域冷暖房施設やコジェネレーションシステム

 
は日本独自システムで、アメリカではグリー

ンビルディング協会が運用する「 」（

）が普及している。

とは、省エネによって消費エネルギーを減らし、

創エネによって消費分のエネルギーをつくることによ

って、エネルギー消費量を実質ゼロにするという考え方

である。
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（発電時の廃熱を回収・再利用）等の地区のエネ

ルギーネットワークへの接続を要件とするもので

あり、 都市中 都市が位置付けている。

⑤防災

地震や水害等の大規模な都市災害が懸念される

ことから、防災性の向上に資する取り組みを評価

する自治体が多い。防災について評価される項目

としては、高い耐震性を有する建築物の建築と災

害発生時の対応設備の整備に分けることができる。

⑤ 耐震性の高い建築物

高い耐震性を有する建築物に対して緩和する自

治体が 都市中 都市に及ぶ。このうち札幌、千

葉、熊本市は、「耐震等級」を満たすことを条件と

している。耐震等級とは、住宅の品質確保の促進

等に関する法律（品確法）に基づく住宅性能表示

制度の評価項目の一つである。建築基準法で定め

る耐震基準の 倍の耐震性能を有するものが 級、

倍が 級、 倍が 級となる。札幌市と熊

本は 級以上を条件とすることで、より高い耐震

性能の確保を図っている。

福岡市では耐震等級ではなく、独自の基準に基

づいた耐震性能を要求している。市の建築基準法

施行条例では、高さ ｍ超の建築物を対象に上乗

せ基準を設定し、基準法の 倍の厳しい耐震性

能を確保する必要がある。この条例の基準と同等

であれば＋ ％、 倍で＋ ％、 倍で＋ ％

の容積割増が与えられる。

一定の耐震基準の設定以外にも、免震構造（地

震動をできるだけ建物に伝えない方法）や制震構

造（建物の揺れをダンパー等によって吸収する方

法）といった新しい建築技術を用いることを評価

する自治体もある（札幌市、千葉市、新潟市）。

名古屋市では、耐震上危険な建築物の建替え自

体を評価して、容積率を緩和している。具体的に

は、耐震改修促進法に基づく「要安全確認計画記

載建築物」もしくは「要緊急安全確認大規模建築

物」で地震に対する安全性に支障がある建築物の

建替えと、マンション建替え円滑化法に基づく要

除却認定マンションの建替えが緩和の対象となっ

ている。建替え後は、建築基準法で定める最低限

の耐震基準が確保されることになる。

⑤ 災害発生時の対応設備

災害発生時の対応設備を評価する自治体は 都

市中 都市ある。各都市に共通する内容として、

帰宅困難者の一時滞在施設、備蓄倉庫、非常用電

源設備があげられている。

（７）補助金

容積率緩和に加えて、各種補助金制度を設けて

いる自治体も少なくない。

市街地再開発事業や優良建築物等整備事業、ま

ちなかウォーカブル推進事業等の国の制度以外に

も、企業誘致・立地（札幌市、千葉市、新潟市）、

老朽建物の建替促進（仙台市、熊本市）、建物のリ

ノベーション（新潟市）、緑化（札幌市、千葉市）

等に対する独自の補助金を設けることで、開発の

促進を図ろうとしている。

（８）高さ制限の緩和

冒頭で述べたように、多くの政令市では広域的

に絶対高さ型高度地区が指定されているが、基本

的に住居系用途地域を対象としたものだった。一

方、景観保全等を目的として都心部に高さ制限を

かけている都市も少なからず存在する。こうした

高さ規制が再開発の障壁になるとして、高さ制限

の緩和が行われている。熊本市の熊本城周辺の高

さ制限、新潟市の信濃川沿いの高さ制限の緩和の

ほか、福岡市の航空法の高さ制限が該当する。

①熊本城周辺の高さ制限の緩和

熊本市では景観計画で規定された熊本城への眺

望景観を保全するための高さ制限の緩和も講じら

れている。景観計画では、熊本城に近接したエリ

ア（熊本城特別地区）では海抜 ｍ以下（本丸の

石垣の高さ）とし、標高の高い京町台地周辺は、

やや高い海抜 ｍ、それ以外のエリア（一般地域）

は海抜 ｍ（熊本城周辺の樹木の高さ）に制限さ

図 熊本城への眺望景観保全のための高さ制限
出典：熊本市景観計画
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（発電時の廃熱を回収・再利用）等の地区のエネ

ルギーネットワークへの接続を要件とするもので

あり、 都市中 都市が位置付けている。

⑤防災

地震や水害等の大規模な都市災害が懸念される

ことから、防災性の向上に資する取り組みを評価

する自治体が多い。防災について評価される項目

としては、高い耐震性を有する建築物の建築と災

害発生時の対応設備の整備に分けることができる。

⑤ 耐震性の高い建築物

高い耐震性を有する建築物に対して緩和する自

治体が 都市中 都市に及ぶ。このうち札幌、千

葉、熊本市は、「耐震等級」を満たすことを条件と

している。耐震等級とは、住宅の品質確保の促進

等に関する法律（品確法）に基づく住宅性能表示

制度の評価項目の一つである。建築基準法で定め

る耐震基準の 倍の耐震性能を有するものが 級、

倍が 級、 倍が 級となる。札幌市と熊

本は 級以上を条件とすることで、より高い耐震

性能の確保を図っている。

福岡市では耐震等級ではなく、独自の基準に基

づいた耐震性能を要求している。市の建築基準法

施行条例では、高さ ｍ超の建築物を対象に上乗

せ基準を設定し、基準法の 倍の厳しい耐震性

能を確保する必要がある。この条例の基準と同等

であれば＋ ％、 倍で＋ ％、 倍で＋ ％

の容積割増が与えられる。

一定の耐震基準の設定以外にも、免震構造（地

震動をできるだけ建物に伝えない方法）や制震構

造（建物の揺れをダンパー等によって吸収する方

法）といった新しい建築技術を用いることを評価

する自治体もある（札幌市、千葉市、新潟市）。

名古屋市では、耐震上危険な建築物の建替え自

体を評価して、容積率を緩和している。具体的に

は、耐震改修促進法に基づく「要安全確認計画記

載建築物」もしくは「要緊急安全確認大規模建築

物」で地震に対する安全性に支障がある建築物の

建替えと、マンション建替え円滑化法に基づく要

除却認定マンションの建替えが緩和の対象となっ

ている。建替え後は、建築基準法で定める最低限

の耐震基準が確保されることになる。

⑤ 災害発生時の対応設備

災害発生時の対応設備を評価する自治体は 都

市中 都市ある。各都市に共通する内容として、

帰宅困難者の一時滞在施設、備蓄倉庫、非常用電

源設備があげられている。

（７）補助金

容積率緩和に加えて、各種補助金制度を設けて

いる自治体も少なくない。

市街地再開発事業や優良建築物等整備事業、ま

ちなかウォーカブル推進事業等の国の制度以外に

も、企業誘致・立地（札幌市、千葉市、新潟市）、

老朽建物の建替促進（仙台市、熊本市）、建物のリ

ノベーション（新潟市）、緑化（札幌市、千葉市）

等に対する独自の補助金を設けることで、開発の

促進を図ろうとしている。

（８）高さ制限の緩和

冒頭で述べたように、多くの政令市では広域的

に絶対高さ型高度地区が指定されているが、基本

的に住居系用途地域を対象としたものだった。一

方、景観保全等を目的として都心部に高さ制限を

かけている都市も少なからず存在する。こうした

高さ規制が再開発の障壁になるとして、高さ制限

の緩和が行われている。熊本市の熊本城周辺の高

さ制限、新潟市の信濃川沿いの高さ制限の緩和の

ほか、福岡市の航空法の高さ制限が該当する。

①熊本城周辺の高さ制限の緩和

熊本市では景観計画で規定された熊本城への眺

望景観を保全するための高さ制限の緩和も講じら

れている。景観計画では、熊本城に近接したエリ

ア（熊本城特別地区）では海抜 ｍ以下（本丸の

石垣の高さ）とし、標高の高い京町台地周辺は、

やや高い海抜 ｍ、それ以外のエリア（一般地域）

は海抜 ｍ（熊本城周辺の樹木の高さ）に制限さ

図 熊本城への眺望景観保全のための高さ制限
出典：熊本市景観計画

れている 。

「熊本城特別地区」を除く容積率緩和制度等の

指定地区 では、市長が熊本市景観審議会の意見

を聴取し、良好な景観形成に支障がないと認めた

範囲内で高さ制限値を超えることができる。

②新潟市信濃川周辺の高さ制限の緩和

新潟市の中心部を流れる信濃川周辺は景観計画

に基づく特別区域（信濃川本川大橋下流沿岸地区）

に指定され、区域内では ｍの高さ制限がかかっ

ている。 年に景観計画が改定され、この特別

区域と都市再生緊急整備地域が重複するエリアで

は、市長が景観審議会の意見を聞き、特別に良好

な景観形成を図ることができると認める建築物は、

ｍを超えて建築できることとなった。緩和の程

度は、萬代橋周辺エリアでは高さ ｍから ｍ

（ 倍から 倍）、万代島エリアでは最大 ｍ

（約 倍）まで認められることとなる。

③福岡市航空法の高さ制限の緩和

福岡空港が近接しているために、福岡市の都心

部では航空法による高さ制限がかかっている。航

空の安全を確保するための規制であるが、都心の

高度利用を阻害する要因となっていた。そこで、

年に指定された国家戦略特区の一環として、

特例承認されたエリアでは高さ制限が緩和される

ことになった。 年現在、天神ビッグバンを促

進することを目的に 地区で緩和されている。

表 福岡市航空法の高さ制限の緩和

承認年月 地区名 高さ制限（緩和前⇒後）

年 月 天神明治通り地区 ⇒

年 月 旧大名小学校跡地 ｍ⇒ ｍ

年 月 天神明治通り地区（渡

辺通りより西）

（渡辺通りより東）

ｍ⇒ ｍ

ｍ⇒ ｍ～ ｍ

ＷＦ地区第 ステージ

エリア

ｍ～ ｍ

⇒ ｍ

年 月 天神一丁目地区 ｍ～ ｍ

⇒ ｍ～ ｍ

 
熊本城周辺の高さ制限は 年の都市景観条例改定

で実施され、 年に景観法に基づく景観計画へ継承

された。

高さ制限の緩和の対象となる建築物は、高度利用地

区、高度利用型地区計画、総合設計制度の 制度の指定

地区と容積率と斜線制限の緩和は受けないが総合設計

制度と同等の空地を設けたもの。

．緩和型都市計画指定型（タイプ２）の特徴

次いで、行政が主導して、用途地域の指定容積

率の緩和や緩和型地区計画を策定する「緩和型都

市計画指定型」の特徴について見ていきたい。

ここでは、京都市、北九州市、広島市の 市を

例に特徴を簡単に述べる。

（１）京都市：用途地域と高度地区の緩和

京都市では全域的に厳しい絶対高さ制限がかか

っていることで知られる。特に都市計画法に基づ

く高度地区は 年の用途見直しにあわせて全

面的に導入され、 年の「新景観政策」によっ

て高さ制限値が大幅に強化された 。その後、若

年層・ファミリー層の人口流出が問題となる。高

さ制限によりマンション供給が抑えられ、住宅価

格が高騰したことが要因の一つとされた 。

そこで 年、歴史的景観の保全に比較的影響

の少ない市南部や西部地域を対象に、高度地区に

よる高さ制限の緩和および用途地域の指定容積率

の緩和等が行われた（図 ）。

例えば、職住近接を目指す「市街地西部の工業

地域」では、指定容積率が ％から ％、 ％

から ％へ緩和され、 ｍ・ ｍの高度地区の

絶対高さ制限が ｍに引き上げられた。ただし、

高さ制限の緩和にあたっては、建物用途は工場、

事務所、研究施設、共同住宅、寄宿舎にすること、

隣地境界線から外壁まで ｍ以上離すこと、共同

住宅・寄宿舎については窓等に遮音対策を講じる

こと等の要件を満たすことが求められる。

また、創造的な企業・研究施設の集積を目指す

「らくなん進都（鴨川以北）」エリアでは、高度地

区による ｍ高さ制限が無制限となった。また、

容積率については、特定用途誘導地区を活用し、

誘導施設（工場、事務所、研究施設）を設置する

 
京都市の高度地区の歴史的経緯については、以下の

文献に詳しい。大澤昭彦（ ）「京都市における高度

地区を用いた絶対高さ制限の変遷： 年当初決定か

ら 年新景観政策による高さ規制の再構築まで」『土

地総合研究』 、土地総合研究所、

マンション供給が抑えられた理由としては、インバ

ウンドの増加によるホテル需要の高まりで、従来であれ

ばマンションに宛てられた土地がホテル用地になった

こともある。
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とともに、道路・公園等の公共施設の整備や産業・

文化・交流機能の整備、建蔽率 ％以下、さらに

一定の敷地面積やセットバックといった条件を満

たせば、指定容積率 ％が最大 ％まで緩和

されることになった。また、特別用途地区もあわ

せて指定され、誘導用途以外の建築物をつくる場

合は、逆に指定容積率 ％を全て使用できず、

最大 ％（幹線道路以外は ％）に制限される。

京都市では指定容積率や高さ制限の緩和が面的

に行われているが、場所によっては緩和に一定の

条件を設けている点に特徴がある。これは、意図

した用途を有する建築物や環境に配慮した建築物

を誘導するための工夫と言えるだろう。

（２）北九州市：用途地域の指定容積率の緩和

北九州市では、小倉（都心）と黒崎（副都心）

における都市機能の集積と高度利用を図るために、

用途地域で定める指定容積率の見直しを行ってい

る（ 年度変更予定）。

現在、小倉と黒崎では、「コクラ・クロサキ・リ

ビテーション 」という民間開発の誘導による都

心・副都心の再生方針が打ち出され、次世代スマ

ートビルへの補助金や総合設計制度の割増拡充

（良質な街路空間に資する歩道状空地に対する割

増の拡充）等が行われている。

その方針の一環として、立地適正化計画で定め

る都市機能誘導区域内の商業地域の一部（小倉駅

前が 、黒崎駅前 ）を対象に、 ％、 ％、

％の指定容積率を一律 ％にアップゾーニ

ングする予定となっている。

（３）広島市：高度利用型地区計画の面的利用

広島市では、「ひろしま都心活性化プラン」が目

標とする魅力とにぎわいあふれる都心空間の形成

を図るために、都心部の主要幹線道路沿道（指定

容積率 ％）において緩和型地区計画である高

度利用型地区計画を策定している（ 年策定）。

対象エリアは、「都心幹線道路沿道地区」（ ）、

「平和大通り地区」（ ）、「リバーフロント地

区」（ ）の計 である。この区域では、

もともと景観協議による景観誘導が図られており、

年には一般型地区計画が策定されていた。

年に高度利用型地区計画に変更され、セット

バックや一定以上の敷地面積・建築面積のほか、

商業・業務用途、良質なホテル、コンベンション

機能（ホール、会議室）等の用途の整備といった

条件を満たせば、最大 ％の割増が適用される

ことになった。

年にウォーカブルなまちなか形成の観点か

ら容積率緩和の要件が見直され、セットバックし

た空間に歩行空間（幅 ｍ）以上や休憩・イベン

ト等の滞留空間を設けた場合には、さらに＋ ％

の上乗せされることになった。これにより最大で

＋ ％の緩和を受けることが可能となった。

既に数十年にわたるまちづくりの蓄積があるエ

リアであるために、市が主導的に面的な緩和型地

区計画を策定して都心部の更新・再生を図ってい

るケースと言えるだろう。

 
リビテーションとは「リビルド（建替え）」と「イン

ビテーション（誘致）」を合わせた造語。

図 京都市の高度地区・用途地域の変更箇所

（ 年変更）出典：京都市資料
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とともに、道路・公園等の公共施設の整備や産業・
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ビテーション 」という民間開発の誘導による都

心・副都心の再生方針が打ち出され、次世代スマ

ートビルへの補助金や総合設計制度の割増拡充

（良質な街路空間に資する歩道状空地に対する割

増の拡充）等が行われている。

その方針の一環として、立地適正化計画で定め

る都市機能誘導区域内の商業地域の一部（小倉駅

前が 、黒崎駅前 ）を対象に、 ％、 ％、

％の指定容積率を一律 ％にアップゾーニ

ングする予定となっている。

（３）広島市：高度利用型地区計画の面的利用

広島市では、「ひろしま都心活性化プラン」が目

標とする魅力とにぎわいあふれる都心空間の形成

を図るために、都心部の主要幹線道路沿道（指定

容積率 ％）において緩和型地区計画である高

度利用型地区計画を策定している（ 年策定）。

対象エリアは、「都心幹線道路沿道地区」（ ）、

「平和大通り地区」（ ）、「リバーフロント地

区」（ ）の計 である。この区域では、

もともと景観協議による景観誘導が図られており、

年には一般型地区計画が策定されていた。

年に高度利用型地区計画に変更され、セット

バックや一定以上の敷地面積・建築面積のほか、

商業・業務用途、良質なホテル、コンベンション

機能（ホール、会議室）等の用途の整備といった

条件を満たせば、最大 ％の割増が適用される

ことになった。

年にウォーカブルなまちなか形成の観点か

ら容積率緩和の要件が見直され、セットバックし

た空間に歩行空間（幅 ｍ）以上や休憩・イベン

ト等の滞留空間を設けた場合には、さらに＋ ％

の上乗せされることになった。これにより最大で

＋ ％の緩和を受けることが可能となった。

既に数十年にわたるまちづくりの蓄積があるエ

リアであるために、市が主導的に面的な緩和型地

区計画を策定して都心部の更新・再生を図ってい

るケースと言えるだろう。

 
リビテーションとは「リビルド（建替え）」と「イン

ビテーション（誘致）」を合わせた造語。

図 京都市の高度地区・用途地域の変更箇所

（ 年変更）出典：京都市資料

．．ささいいごごにに

．まとめ

本稿では、政令指定都市の高層建築物の開発動

向や容積率緩和策を概観した。 年代以降の高

層建築物の建設動向を確認すると、建設量は概ね

人口に比例するものの、同程度の人口規模の都市

でも差異が見られた。特に、 年から 年

にかけて人口が減少している都市では建設量と容

積率緩和制度の活用地区数が少なく、自治体間の

差が浮き彫りとなった。

こうした都市間の格差や競争を背景に、多くの

都市が都心部の機能更新や再生を目的とする容積

率緩和策を講じていった。ビジョンやマスタープ

ラン等の上位計画で位置付けた将来像を実現する

手段として、戦略的に容積率緩和制度を活用して

いる。いわば、都市の拠点性と自立性の向上を通

じて、市全域の人口や活力の維持を目指している

わけである。

容積率緩和策としては、１）包括的な容積率緩

和制度活用方針を定めた上で各制度の運用を図る

タイプ（容積率緩和方針策定型）、２）行政主導で

用途地域の指定容積率の見直しや緩和型地区計画

の策定を行うタイプ（緩和型都市計画指定型）、３）

特定の容積率緩和制度の運用基準のみを定めるタ

イプ（容積率緩和基準限定型）に大別することが

できた。

容積率緩和方針策定型は、都市再生緊急整備地

域等の都心部での民間提案による開発や投資を誘

導するために、対象区域、緩和制度の種類、容積

率緩和の上限、容積率緩和にあたっての評価事項

（公共貢献機能）、補助金等の財政措置等を位置付

けている。このうち、容積率緩和にあたっての評

価事項としては、高機能オフィスの供給が多い点

が特徴である。これは耐震上問題のある老朽ビル

の更新が喫緊の課題となっていることが背景にあ

る。また、ウォーカブルなまちづくりへの寄与（低

層部の賑わい機能と沿道の滞在スペースの創出

等）、環境配慮、防災といった重要な都市課題の解

決手段として容積率緩和の方針に位置付けている

自治体が多い。

一方、住宅供給に対する容積割増がほぼ含まれ

ていない点も特徴と言える。これは、各都市共通

して、都心部でのマンション供給が活発であるた

めと思われる。神戸では都心部でタワーマンショ

ンが急増し、都市機能のバランスが崩れたことを

受けて、特別用途地区によって、指定容積率の全

てを住宅用途で消化できない規制を実施し、市街

地住宅総合設計制度の適用も不可となった（さら

に三ノ宮駅周辺では住宅建設の禁止）。

また、緩和型都市計画指定型は、用途地域の指

定容積率の見直しや緩和型地区計画による容積率

の緩和を行うものである。同じ指定容積率の緩和

でも、京都市と北九州市は対照的な取り組みと言

える。京都市が、市の定める誘導用途の整備や環

境的な配慮（セットバック、空地整備等）を容積

率緩和や高さ制限緩和の要件とするエリアが多い

のに対し、北九州市は条件を設定せず、一律で指

定容積率を緩和している。一律緩和の場合、仮に

建替えが進んだとしても、地区にとって望ましい

機能や環境が実現するとは限らないという懸念は

残るだろう。

．課題や展望

（１）公共貢献機能の誘導に向けて

現時点で、各都市の容積率緩和策の成果を評価

することはできないが、今後検証すべき事項の一

つとしては、実際に使われている容積率割増の評

価項目（公共貢献機能）の分析がある。

本稿では取り上げなかったが、大阪市の総合設

計制度では、全国でも早い時期から多様な公共貢

献機能（文化施設、防災施設、医療・福祉施設等）

が容積率緩和の要件として位置付けられている。

ところが、実際にこうした機能を設けた許可物件

は少なく、大半が一般型（公開空地）か、市街地

住宅総合設計制度（住宅供給に対する容積率緩和）

を用いている。事業者としても維持管理等にリス

クのある施設を抱え込むことを避ける傾向にある

のだろう。

したがって、容積率緩和方針や運用基準に規定

した公共貢献機能を誘導するためには、事前の協
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議が重要になる。民間の提案を尊重しながらも、

その地域で行政が誘導すべきと考える機能を積極

的に提案していくことが求められる。

今回取り上げた政令市の容積率緩和策は、面的

な都市計画制度を対象としているものが多いため、

総合設計制度に比べれば、協議調整の余地は大き

いはずである。方針・基準の設定のみならず、事

前協議の仕組みや体制の充実が欠かせないだろう。

（２）容積率緩和の有効性と限界

そもそも容積率緩和制度がどの程度使われてい

るのかという点も今後検証する必要がある。

福岡市の天神ビッグバンでは、 年までの

年間で 棟の建替えを想定していたが、 年

月末時点で当初予定を上回る 棟が竣工した。こ

の 棟が容積率緩和を用いているのか否か等、建

替えの要因を分析することが求められる。

一方、熊本市のまちなか再生プロジェクトの適

用件数は、 年 月時点で 件あるが、容積率

緩和を活用した物件は 件にとどまる（いずれも

補助金は受けている）。つまり、現状の指定容積率

で十分であり、容積率緩和のメリットはないと事

業者が判断していると考えられる。政令市の中で

も規模が大きくない都市では、容積率緩和制度の

活用が進まない可能性もあるだろう。

都心部の更新や魅力の向上は必要ではあるが、

その手段は容積率緩和による大規模ビルの建設だ

けではない。都市経済学者のエドワード・グレイ

ザーは『都市は人類最高の発明である』（ 出版）

の中でこう述べている。

都市が建設で衰退から脱出できると考えがち

なのは、建築物の誤謬の一例だ。新しい建物が

たくさんあれば都市の成功につながると考え

てしまうのだ。（中略）だが建築は成功の結果

であって原因ではない。

ちなみにグレイザーは規制緩和論者だ。容積率

緩和や建物の更新だけで都市の再生につながるわ

けではないことに留意する必要があるだろう。も

ちろん各都市においては、容積率緩和以外の取り

組みも行われているが、過度に容積率緩和に期待

することは避け、都市をはかる物差しを「人口増」

「開発増」だけにしないことが求められるだろう。

（３）地域固有の景観を活かした再開発

都市をはかる物差しの一つに、地域固有の景観

や風景がある。京都市、熊本市（熊本城周辺）、新

潟市（信濃川沿い）では、地域固有の歴史的・自

然的な景観を守るための高さ制限が行われている

が、都心部の開発を阻害しているとして既存の高

さ制限の一部緩和が行われた。それぞれ緩和にあ

たっては議論を呼び、反対の意見も少なくなかっ

た。

京都では歴史的景観に影響の少ないエリアに限

って緩和を行い、メリハリを図った例と言えるだ

ろう。熊本も熊本城に近接した場所では緩和は認

めず、城を眺める視点場の追加等により眺望保全

への配慮も行っている。一方、新潟は萬代橋周辺

の歴史性を有する河川景観のエリアで緩和が行わ

れた。しかも、高さ制限値 ｍの 倍から 倍

（萬代橋周辺）の緩和を許容する内容となってい

る。熊本ではせいぜい＋ ｍの緩和であることを

考えると、景観規制の効果が損われるのではない

かとの懸念もある。

都市再生や機能更新が喫緊の課題であることは

間違いないが、都市固有の価値を守るために継続

されてきた取り組みも同様に重要であるはずだ。

どこでも見られるような再開発ビルの風景ではな

く、地域固有の風景を活かした再開発やまちづく

りによって、他都市との差別化を図ることができ

るのではないだろうか。
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